
は し が き
　平成27年から相続税の基礎控除が引き下げられ申告実務や対策実務も増加しています。

　実務が増えればいろいろな事案に対応する知識が必要になります。

　しかし、相続税・贈与税の実務はスポット事案であり、直接実務に関わる経験から得られる

知識は多くありません。

　ゆえに相続税・贈与税の実務は、「この処理でいいのか」と悩むことが多くあると思います。

　

　本冊子では、悩みそうな実務事例を多数掲載しています。

　増加した実務事案にミスなく対応できるように活用していただければ幸いです。
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Q1-1
相続開始の同年中に被相続人から贈与
を受けた相続人が相続又は遺贈により
財産を取得しない揚合

Q 長男は平成27年に父から贈与により財産を取得した。その父が同年中に死亡し、
その相続に際して長男は相続財産を取得しなかった。相続人である長男は、被

相続人である父から相続開始前 3年以内に贈与により財産を取得しているので、その贈
与財産を相続財産に加算して相続税の申告をする必要があるか。

A 相続開始前 3年以内の贈与でも相続税の課税価格に加算する必要はない。

　相続又は遺贈により財産（みなし相続又は遺贈財産を含む）を取得した者が、相続開始前 3

年以内に贈与により財産を取得した場合に、その贈与により取得した財産の価額は相続税の課

税価格に加算されることとなる（相法 19 ①）。

　したがって、相続人である長男は、相続又は遺贈により財産を取得していないため、相続税

法第 19 条第 1項の規定は適用されず、贈与により取得した財産の価額を相続税の課税価格に

加算しないので相続税の申告は不要となる。

　ただし、相続人である長男は、平成 27 年分の贈与税の申告が必要となる。

（相続開始前 3年以内に贈与があった場合の相続税額）
相続税法第 19条　相続又は遺贈により財産を取得した者が当該相続の開始前 3年以内に当該
相続に係る被相続人から贈与により財産を取得したことがある場合においては、その者につ
いては、当該贈与により取得した財産（第 21 条の 2第 1項から第 3項まで、第 21 条の 3
及び第 21 条の 4の規定により当該取得の日の属する年分の贈与税の課税価格計算の基礎に
算入されるもの（特定贈与財産を除く。）に限る。以下この条及び第51条第2項において同じ。）
の価額を相続税の課税価格に加算した価額を相続税の課税価格とみなし、第 15条から前条ま
での規定を適用して算出した金額（当該贈与により取得した財産の取得につき課せられた贈
与税があるときは、当該金額から当該財産に係る贈与税の税額（第 21 条の 8の規定による
控除前の税額とし、延滞税、利子税、過少申告加算税、無申告加算税及び重加算税に相当す
る税額を除く。）として政令の定めるところにより計算した金額を控除した金額）をもって、
その納付すべき相続税額とする。

1 相続税の課税財産・非課税財産
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（贈与により取得した財産の価額）
相続税法基本通達 19－ 1　法第 19条第 1項の規定により相続税の課税価格に加算される財産
の価額は、当該財産に係る贈与の時における価額によるのであるから留意する。

（相続開始前 3年以内の贈与）
相続税法基本通達 19－ 2　法第 19条に規定する「当該相続の開始前 3年以内」とは、当該相
続の開始の日からさかのぼって 3年目の応当日から当該相続の開始の日までの間をいうので
あるから留意する。

（相続の放棄等をした者が当該相続の開始前 3年以内に贈与を受けた財産）
相続税法基本通達 19－ 3　相続開始前 3年以内に当該相続に係る被相続人からの贈与により財
産を取得した者（当該被相続人を特定贈与者とする相続時精算課税適用者を除く。）が当該被
相続人から相続又は遺贈により財産を取得しなかった場合においては、その者については、
法第 19条の規定の適用がないのであるから留意する。

　　なお、当該相続時精算課税適用者については、当該被相続人から相続又は遺贈により財産
を取得しなかった場合であっても、同条の規定の適用があることに留意する。

<事例>　相続時精算課税の適用を受けている者の場合

3 年以内

Ａ
×

Ｂ
×

贈与
（暦年）

贈与
（精算）

相続開始
（相続財産の取得なし）

∴　Aの贈与は相続税の課税価格に加算される。

　その贈与について相続時精算課税を適用した者である場合には、相続により取得したものと

みなされることから、相続税の申告をしなければならない（相法 21 の 16 ①）。

相続税法第 21条の 16　特定贈与者から相続又は遺贈により財産を取得しなかった相続時精算
課税適用者については、当該特定贈与者からの贈与により取得した財産で第 21 条の 9第 3
項の規定の適用を受けるものを当該特定贈与者から相続（当該相続時精算課税適用者が当該
特定贈与者の相続人以外の者である場合には、遺贈）により取得したものとみなして第 1節
の規定を適用する。
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Q3-2 養子の子の代襲相続権

Q 被相続人Ａの親族関係図は次のとおりである。

　養子Ｃは被相続人Ａが死亡する前に既に死亡している。養子Ｃには、被相続人Ａと養子
Ｃの養子縁組前に出生した子（孫Ｅ）と養子縁組後に出生した子（孫Ｆ）がいる。
　相続税の総額を計算する際の法定相続人の数は何人か。

A 法定相続人の数は配偶者Ｂと孫Ｆの 2人となる。

　孫Ｅは、養子Ｃが被相続人Ａの子としての身分を取得する前の子であることから、被相続人

Ａの直系卑属には該当しないため、相続人とはならない。

　養子は、縁組の日から養親の嫡出子の身分を取得するとされ（民法 809）、また、被相続人

の子が相続開始前に死亡したときは、その者の子が代襲相続人となるとされているものの、被

相続人の直系卑属でない者は代襲相続人とはならないとされている（民法887②）。したがって、

法定相続人の数は配偶者Ｂと養子Ｃの代襲相続人となる孫Ｆの 2人となる。

（嫡出子の身分の取得）
民法第 809条　養子は、縁組の日から、養親の嫡出子の身分を取得する。
（子及びその代襲者等の相続権）
民法第 887条　被相続人の子は、相続人となる。
２　被相続人の子が、相続の開始以前に死亡したとき、又は第 891 条の規定に該当し、若しく
は廃除によって、その相続権を失ったときは、その者の子がこれを代襲して相続人となる。
ただし、被相続人の直系卑属でない者は、この限りでない。

３　前項の規定は、代襲者が、相続の開始以前に死亡し、又は第 891 条の規定に該当し、若し
くは廃除によって、その代襲相続権を失った場合について準用する。

被相続人Ａ 配偶者Ｂ

養子Ｃ
（既に死亡）

妻Ｄ

孫Ｅ 孫Ｆ
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